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中国の改革・開放政策（1979年開始）は「摸着石子過河」（石を叩いて川を渡る）というモデルのな
い模索から始まり，かつ「漸進的」改革であった。この改革は社会主義市場経済の確立をめざしたも
のであり，その中心となったのが国有企業改革であった。というのは,改革。開放の過程で発展のチャ
ンスをつかんだ郷鎮企業や外資系企業の成長に対して，国有企業は歴史的な負担を抱えつつ市場競争
に投げ出されたために，地盤沈下と多数企業の赤字への転落を招いたからである。
小論は，こうした状況のもとで，「漸進的」改革の方法である「試行一普及方法」の意味したところ
を検討し，国有企業改革のなかで，とくに巨大国有企業が政府の支援のもとに，国際化と多国籍的展
開によって抜本的な体質改善と現代企業体制への転換を進めたところに着目し,その分析を課題とした。
具体的には，「国際大循環」経済発展戦略構想に従った巨大国有企業である首都鋼鉄総公司（首鋼)，
中国化工進出口総公司（中化）と中国国際投資信託投資公司（中信）を調査研究対象としてその事業
国際化を分析し,３社にみられる共通性を析出しようとした｡結論を先取りすると以下のとおりである。
中国巨大国有企業の改革は，共通して国際的事業展開を基本路線にするものであった。しかも，そ
れが巨大製造業国有企業であるか，貿易公司であるか，さらには投資信託会社（中信）であるかを問
わず，いずれもその国際化が総合商社的機能をグループ企業に取り込む方式を採用し，総じて総合商
社化とみられる型の多国籍企業化であるところに最大の特徴ならびに共通性が存在する。具体的には，
巨大な中国国内市場を基盤にするという優位性を基礎に－多国籍企業論的には｢需要特殊論」を提
起する－，海外での資金調達を前提に，必要な原材料や新鋭技術などをも海外に求めるために多国
籍化するというところに，中国国有企業型の多国籍化があったのである。
論文の構成は以下のとおりである。
序
第１章国有企業改革の課題
第２章国有企業改革の方向
第３章新鋭技術獲得を目指す国際化一首都鋼鉄総公司
第４章総合商社的展開一中国化工進出ロ総公司
1５－
第５章国内事業展開資金の海外調達一中国国際投資信託投資公司
第６章中国的総合商社型経営及びその理論的検討
第１章では，計画経済のもとで，指令計画による直接管理と「縦横割」の二重行政体制によって，
国営企業が「大かつ全，小かつ全」という大企業でも小企業でもすべてを揃えている完全内製制企業
構造をもつにいたったことを指摘した。
国家が国営企業を直接に経営した計画経済のもとでは，農産物を低価格で買い上げて国営企業（生
産単位）に配分し，国営企業の生産した製品を統一価格で流通部門に配分してきた。流通部門はそれ
を販売して利潤を国家に上納した。国家は,農産物と工業製品間に価格差｢シェーレ」を設定して，「国
営経済」を運営したのである。
改革・開放は，そうした蓄積方式を廃止することを意味したから，国有企業（1993年から国営企業
は国有企業と称されるようになった）の利潤が減少し,経営困難に陥った。国有企業間には膨大な「三
角債」という焦げつき債務が発生し,国有企業が負った社会機能，さらには税負担の重圧が問題になっ
た。
第２章は，こうした国有企業の改革方向を分析している。国有企業改革は，「放権譲利」つまり企業
経営管理の権限を企業に移すことに始まり，次いで経営メカニズムの転換が提起され，さらには国有
企業の株式会社化を導入するまでになった。これと軌を－に，株式市場の創設も行なわれ，それが国
有企業の資金不足問題の解決に一定の貢献を行なうに至った。株式制度の導入とともに，現代企業制
度の導入，企業グループ化戦略もまた，とくに1990年代になると，国有企業改革の重要な内容になっ
た。
現在企業制度の創設をめざした２カ年の試行は，大手企業（または企業グループ）への株式制度の
導入，多ルートでの資金調達，資産負債構造の調整，負債率の引き下げ，大型企業グループの中核企
業による吸収合併などのケースを生みだした。これらの改革はいずれも，重点企業の試行をモデル化
して推進する方法がとられたところにも特徴がある。
第３章以下の３つの章では，具体的に３企業の国際的事業展開を分析している。
まず，第１にとりあげたのは首都鋼鉄総公司である。首鋼は24万人という膨大な従業員を抱える巨
大国有工業企業であるが，逸早く経営請負制を導入して，改革に着手し，それを基礎に事業の多角化
に乗り出し，国際化を積極的に図ってきた。
技術革新。技術導入（Mesta社の新鋭技術）をしながら，国外の遊休設備を吸収して建設した第２
製鋼工場をもって，近代的大手製鉄所に変身した。
海外事業の拡大によって，新鋭技術を吸収して良質な鉄鋼製品。設備の設計。製造が可能になった。
海外事業を支援するために，香港の金融。貿易。情報機能をフルに活用し，生産基地を国内に，資源
を海外に，内外市場を香港という中継地で結びつける。
首鋼はこのような海外事業を通じて，Ｒ＆Ｄ部門（Mesta社と北京Mesta)，一貫製鉄生産体制，
関連分野進出。強化，国内金融（会社持ちの華夏銀行）を主とし，海外金融。貿易機能，海外資源採
掘。加工輸送ネットワークなどの商社機能づくりの一環として総合商社型事業展開を行なっている。
第４章では，総合商社的展開がとくに顕著な中国化工進出ロ総公司を分析している。首鋼と異なっ
て，中化はもともと対外貿易専業公司であった。海外事業展開は貿易体制が改革されるなかで，既存
の海外ネットワークをうまく利用し，貿易を中心にして，国内においては吸収合併などを通じて産.業
企業化をはかっており，それを基礎に，国内向け融資と国際資金調達を通じて，資金不足問題を解消
して，国際化経営においては国内不足の資源を開発し海外生産加工拠点を設立することを支援する。
それと同時に，海外で三角貿易，サービス業（倉庫，運輸，保険）など一貫性のある業種へ発展して
いく中で総合商社化の道を歩んでいる。
第５章は，国内事業展開資金を海外で調達する中国国際信託投資公司をとりあげる。中信は改革。
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開放の直接の産物であって，国家信用をベースに融資機能を造り出す国有信託投資公司である。融資
機能を最大限に発揮しているうちに，投融資を中心にしながら，海外生産と国内生産を一体化してい
る。
債券発行から事業スタートした中信は国際リース経営をしながら，国際債券発行を通じて調達した
資金を国内のインフラ建設に投下し，子会社中信泰富はインフラ建設に投下している。成長の見込ま
れている国内のアルミ製品に対する需要を開発し，それをその後乗用車のアルミホイールの生産と結
びつけ，国内需要を満たすと同時に，海外経営の順調な伸びを支えている。
海外投資は主に資源開発，原材料加工に集中しながらも，食品加工産業へ参入している。香港にお
いては，現地子会社中信泰富と並んでインフラ事業などに銀行を通じて一連の投融資活動のなかで，
国内外事業の発展に金融面で直接に支援している。
最後に，第６章では，こうした巨大国有企業の国際的な事業展開を総括的に分析している。国有企
業改革の抜本的な体質改善と現代企業体制への転換，国内市場と国際市場の「接軌」（統合）に関して
は，３社のデモンストレーション効果を指摘するとともに，
第１に，３社の事業国際化が共通して総合商社的経営を目指しているところに注目している。
３社の総合商社的機能を獲得するための事業国際化は，国内の巨大な需要を基に海外で資金を調達
する前提として，企業買収という方式で，必要な原材料，新鋭技術および生産管理ノウハウを一括に
入手し，本国の要素市場と結びつけて，生産・販売。サービス業を一体化した活動を展開することで
ある。
この国境を超えた企業活動は，「何らかの優位」を持たないままで，外部環境を利用し海外企業の力
を借りて，優位獲得に成功したのであり，総合商社機能はこうしたなかで獲得したものである。
これはアメリカ多国籍企業が製造業資本を中心として海外進出によって独占利潤を狙っているのと
も，日本企業，とくに，日本の総合商社が商業。銀行・産業資本を一本化して市場シェア拡大を中心
として海外進出を行なっているのとも異なった行動様式である。３社の総合商社的経営が，日本の総
合商社と異なって，自己資金調達，企業産業化を特徴とすると指摘する。
そして，第２に，３社の総合商社的経営を多国籍企業論のレベルで理論的に検討し，発展途上国の
企業が事業国際化の際に適用されうる理論「需要特殊論」を以下の通りまとめる。
この「国内需要」を基礎に展開される海外資金調達一企業買収（技術，管理ノウハウ，人材などの
獲得）－生産活動（海外プラス国内）－製品販売（企業間取引。三角貿易など）－関連業務（海運，
倉庫など）といった「価値連鎖」活動は「双方向的」（被買収側：販売先確保，買収側：国際貿易一企
業内取引一経費節約）である。この「双方向貿易志向型投資」が，「需要特殊論」を措定する中心内容
となる。
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Abstract
Sinceintroducingitspoliciestoopentheeconomyinl979，Chinahasstartedrefolmto
itsState-OwnedEnterpnses，thepillaroftheSocialistMarketEconomyunderthe“Rule
ofTrialandGeneralization"・However，ｗｉｔｈｔｈｅｈｉｇｈｇｒｏｗｔｈｏｆｔｈｅＴｏｗｎship-Village
EnterpnsesandForeignlnvestment-basedEnterpnsesandthecompetitiontherefrom，the
State-OwnedEnterpriseshavebeenfacingthesenoussituation・Thebiggistproblemsare
thepoormanagement，shortageofproductioninvestmentandthelackofadvanced
technology・
Ｔｈｅｐｕｒｐｏｓｅｏｆｔｈｉｓｐａｐｅｒｉｓｔｏｃｏｎｓｉderwhetherthebigfilms，strategy-transnational
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throughraisingfundabroad，introducingtheadvancedtechnologyintothedomestic
production,ｔｏｃｏｍｐｅｔｅｗｉｔｈｒｉｖａｌｓａｔｈｏｍｅａｎｄａｂroad,thustotheintegmtionofthedomestiｃ
ｍａｒｋｅｔｔｏｔｈｅｗｏｒldthroughfirmsaction・Duringsuchbigfirmactivities,thehugemarket
ｓｅｅｍｓｔｏｗｏｒｋａｓａｎａｄｖａｎｔａｇｅｗｈｅｎｄｉscussingwithinthetheoryofTNCs．
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学位論文審査結果の要旨
王玉の論文「中国国有企業改革の新段階一巨大国有企業の国際的事業展開」は，母国中国の改革・
開放政策（1979年開始）のもとで顕著になった国有企業の地盤沈下と多数の赤字企業への転落を取り
上げ，国有企業改革の中核的取り組みともいえる巨大国有企業の国際化と多国籍企業的展開による抜
本的体質改善と現代的な企業体制への転換の経済学的。経営学的分析をめざしたものである。
巨大国有企業の改革が，共通して国際的事業展開を基本路線とし，製造業（首都鉄鋼総公司)，貿易
（中国化工進出口総公司)，金融（中国国際投資信託投資公司）のいずれでも，その国際化がいわゆる
総合商社的機能をグループ企業に取り込む方式を採用し，総じて総合商社化とみられる型の多国籍企
業化を展開することによって，現代的企業体制を実現しようとしていることを析出している。そして，
巨大企業３社の国際化についての入手できるかぎりの資料を駆使して分析した結果を，本論文は理論
的総括として，多国籍企業論に位置づけようとして「需要特殊論」という仮説を提起している。
審査では，以下のような結論に達した。
（１）中国巨大国有企業の綿密な分析をもとに，国際化。総合商社化（国際金融市場での資金調達，
海外企業の買収による先進技術。設備の調達）を軸にした改革であることを総合的かつ的確に分析で
きていること，ならびに（２）巨大国有企業の個々の事例分析にとどまらず，多国籍企業論への貢献
において，いまだ仮説的段階にあるものの，国民経済規模の大きい途上国多国籍企業の理論的位置づ
けに関わる問題を，経済学と経営学を結びつけて理論的に解明する糸口のひとつを提示した積極'性を
評価できるとした。
ただし，（３）中国巨大国有企業の国際化を通じる改革をどのように中国経済や企業経営発展史のな
かで位置づけるかという歴史的視点が必要であり，（４）中国国有企業改革の現実と独自の理論モデル
との間に距離を置く研究姿勢がいっそう求められると考えられる。
以上にもとづき，本論文を合格と判定する。
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